
主目的 7 31 4

副目的

款 項 目 大 中

目的

（対象をどの様な

状態にするのか）

　経常的にシステム管理を行うことにより、市民及び職員に対して事務事業が迅速かつ正確

に遂行されることを目的とする。

内容

（手段）

　コンピュータシステムを利用した市民サービスの向上と行政事務の効率化をはかるため、

コンピュータ機器、システム、ネットワークの安定稼動のための運用管理を行った。

その他財源については、各特別会計より電算処理負担金を措置している。

・機器の借上げ及び保守

・庁舎移転に伴う庁内ネットワークの構築及び電子機器の移設

・ホストコンピュータのアプリケーションプログラム及びネットワーク機器の稼動監視

・バックアップﾃｰﾌﾟの保管

・機密文書の処分

【平成２４年度直接経費の内訳】

基幹系・情報系業務機器の借上料（287,797千円）

電子計算機等移設委託料（31,284千円）

電算処理委託料（28,902千円）

ネットワーク構築委託料（21,722千円）
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情報企画係
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情報の共有化
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Ｈ25予算額
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Ｈ22決算額

420,357296,642

Ｈ23決算額

31,687

2.75

ネットワーク構築委託料（21,722千円）

あいち電子自治体推進協議会負担金（10,249千円）

データ保護管理委託料（106千円）

その他、委託料、通信運搬費、修繕費等（25,544千円）

【平成２５年度直接経費の内訳】

基幹系・情報系業務機器の借上料（322,794千円）

電算処理委託料（32,480千円）

あいち電子自治体推進協議会負担金（10,321千円）

電子計算機保守管理委託（8,289千円）

税務福祉総合システム保守管理（7,560千円）

データ保護管理委託料（127千円）

その他、委託料、通信運搬費、修繕費等（38,786千円）
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H25

事業の

達成状況

市民サービスの向上や行政事務を行う上で必要なパソコンの配備率が、概ね目標を

達成できた。
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基幹系パソコン配備数

成果指標名

パソコン配備率

（情報系・基幹系ノートＰＣ配

備数/ＰＣ使用可能職員数×

100）

活動指標名

情報系パソコン配備数
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年年年年

度度度度

のののの

実実実実

事業実施におけ

る課題

コンピュータ機器の導入時期が異なるためにソフトウェア及びハードウェアの資産管

理が煩雑になってきている。
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方向性の判定

方向性の判定

二二二二

次次次次

評評評評

価価価価

一次評価のとおり。

市が保有する業務システムやコンピュータ機器の安定稼動が損なわれ各種行政手続

きが停滞してしまう。

事業を縮小・

廃止したときの

影響

維　持

維　持

プリンタのリース満了に伴い運用コスト削減のため台数の見直しを行います。
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事事事事

業業業業

のののの

自自自自

己己己己

評評評評

価価価価

平平平平

成成成成

２２２２

６６６６

年年年年

度度度度

のののの

事事事事

業業業業

のののの
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向向向向

性性性性

２６年度以降

の改善案

データベースやシステム管理の一元化を行い、コンピュータ機器等の運用コストの削

減に取り組む。

実実実実

施施施施

結結結結

果果果果

業務システムやコンピュータ機器を利用して市民サービスや行政事務を行う上で、パ

ソコン1人1台体制は必要なものであるため、現状の事業規模を維持すると判断した。

判定理由

事業のボリュームを現状規模で維持すべきもの

（対象や手段を見直す場合も含む）

２５年度における

事業の改善・見

直し内容（新規追

加事項、廃止・削

減事項等）


